
 
■１８１０３０ 京都市・全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会 

食品ロス削減全国大会in京都「もったいない」をなくそう 
 

「食品ロス削減を東京２０２０のレガシーに」 

     崎田裕子 ジャーナリスト・環境カウンセラー 
       東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会 
  「持続可能性ディスカッショングループ」「資源管理ワーキンググループ」座長 
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国際オリンピック委員会 
1994 スポーツ・文化に環境を 
2014 持続可能性重視を宣言 
2016 IOC持続可能性戦略 

 photo：「IOC」HPより 



ロンドン2012大会の状況から考える 
 ロンドン大会 ７７日間 

●２０４か国の選手・選手団 

         ２万４,０００人 

 IOCなど役員・報道関係 

         ２万５,０００人 

 ボランティア・スタッフ 

        １６万０,０００人 

●約２１万人を対象に 

 提供した食事は１,４００万食  

〇食品廃棄物  ２,４４３ｔ 

             

            観客は 

           ２,０００万人 
 Dr. Mervyn Jones のデータを基にNPO法人持続可能な社会をつくる元気ネット資料り 



調達後 
保管中の損傷 

食べ残し 調理時のロス 

食品廃棄物は保管・調理・飲食の分野から 

Dr. Mervyn Jones のデータを基にした 
NPO法人持続可能な社会をつくる元気ネット資料より 



まず食品ロス削減から 

Dr. Mervyn Jones のデータを基にした 
NPO法人持続可能な社会をつくる元気ネット資料より 



食べ残し34％をどう減らす？ 

Dr. Mervyn Jones の 
データを基にした 

NPO法人持続可能な 
社会をつくる元気ネット 

資料より 

サイズ（量）の違うメニュー 
              の工夫 

容器包装ごみも 



サプライチェーン・ 
小売・消費者への 
情報提供の重要性 

ロンドン２０１２大会から見えてきた 
 
食品ロス削減の現状と課題を 
 
大会後にどう活かすべきか 
 
社会の関心の高まり 

Dr. Mervyn Jones のデータを基にした 
NPO法人持続可能な社会をつくる元気ネット資料より 



  2015年国連がSDGｓ「持続可能な開発目標」を採択  
 
＜目標１２．３＞    2030年までに 
小売・消費段階での世界全体の一人当たり食品廃棄物を半減させ 
収穫後損失を含めた製造・供給チェーン全体で食品ロスを削減する 

UNEP HPより 

途上国 

先進国 

出荷・貯蔵 生産 加工・梱包 流通・市場 消費 

国連広報センター 
 HPより 
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  「もったいない！」世界の食品廃棄物 
 

年間 １３億トン 
国連食料農業機関FAO2011 

・世界の食料生産の3分の１ 

・栄養不足人口は８億５００万人 
 人口の9人に1人（FAO2012～2014） 
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人口は2015年に73億人。 
2050年の世界人口予測 
 は98億人 
 1.7倍の食料が必要に！ 



  リオ２０１６からバトンを受けて 

     ☝リオ大会ボランティア（組織委員会等のHPより 

 ☟撮影：崎田裕子     ☟選手村の食事(撮影：組織委員会） 
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             持続可能性を            

               
              東京2020大会の 

              
              レガシーに！ 

東京オリンピック・パラリンピック 
競技大会組織委員会 資料 
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東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会資料 
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組織委員会資料より 2018 YUKO SAKITA    12 



資源管理：Zero Wasting （資源を一切ムダにしない） 
 サプライチェーン全体で資源をムダなく活用し、資源採取に
よる森林破壊・土地の荒廃等と、廃棄による環境負荷をゼロ
にすることを目指して、全員で取り組む。 
○調達物品の99％を再使用(レンタル・リース含む)・再生利用 

○運営時廃棄物の65％を再使用・再生利用 

〇都市鉱山メダルPJで再生資源100％のメダルづくり 

○日本の木材活用リレー 「みんなで作る選手村ビレッジ 
    プラザ～」等により、再生可能資源の利用を促進 
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組織委員会資料より 



東京都HPより 組織委員会HPより 

資源管理目標１：食品ロス削減 
             (食品廃棄物の発生抑制） 

<飲食提供受託事業者>  
・飲食提供対象者数、競技日程等を考慮するとともに、  
 ICT 技術等も 活用して飲食提供数の予測に最大限取り組む 
 <提供時> 
 ・ポーションコントロールなどにより、食べきれる量を考慮して 
 料理 の給仕量を調節 
 <選手・大会関係者・観客等への意識啓発> 
 ・食品廃棄物抑制の重要性について意識啓発を行う  
<計測>  
・食品廃棄物の計量と見える化に可能な限り取り組む  

組織委員会資料より 
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2017PLAN 

 

2018DO！ 

     持続可能な未来の「レガシー」共創へ 

2019CHECK 

 

2020ACTION！ 

 

ISO20121取得準備 
＆ 

福井国体で、食品
ロス削減啓発活動 

ラグビー 

ワールドカップ
をプレ大会と
して実施。 
反省を活かす 

東京大会実施。 

取組の社会へ
の情報発信。
成果の見える
化・定量化 

東京大会の
成果を「レガ
シー」として
社会で共有。 

持続可能性
に関する 

目標等詳細
検討 

持続可能性  
運営計画 
第一版 

世界に東京 
大会の低炭
素・資源管理 

分別方法の
発信を開始 

プレ実施 

東京大会 

詳細目標 

入れた運営
計画第二版 

キャンプ地
にも期待 
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NPO法人元気ネット共著 
「みんなで創るオリンピック・ 
パラリンピック」（環境新聞社） 組織委員会資料を基に崎田作成 



「2012ロンドン・フードビジョン」をロンドン市持続可能な食物戦略に組み入れ。 
☛自主的取り組みとしてNGOと政府が協力。HAFS協定を関係団体・業界と合意。 
☛2014～2015の2年間、モデル実験を実施。報告書は2016年7月に発行。 
 

★HAFS「おもてなしと食品サービス産業の食品廃棄物削減」協定 
 
 ●期間2015年～2025年 ●対象 9業種230社、英国全土 
●協定参加９業種（2015年まで毎週50㎏排出事業者、2016年から毎週5㎏対象） 
①レストラン ②テイクアウト（ファストフード店等） ③パブ（お酒と食事）④ホテル 
⑤レジャー（博物館・映画館・スポーツクラブ・イベント会場・鉄道・道の駅・空港） 

⑥社員食堂 ⑦病院等施設 ⑧教育施設（小中高大、研修施設等） ⑨サービス
（官公庁・自治体・消防所等） 
 
●英国食品サービス企業の無駄なコスト。（データは2014年WRAP調査を活用） 
 2011年25億ユーロ（3500億円）2016年までに30億ユーロになると予測。 
●2年間のモデル実験成果  
 CO2削減３．６％、ごみ削減５％（１万５０００t）➡ごみ処理費３６０万ユーロ節約  

 

ロンドンの場合は 
「2012ロンドン・フードビジョン」を大会後のレガシーに 

Dr. Mervyn Jones 資料より 
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